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1. は じ め に 
我が国 に お いて は , 


1990 年 代 後半 以降 , 大 学 発 ベン チャ ー 創 業 活動 が 進展 し た . 


1990 年 に は , 30 数 社 程度 で あっ た も の が , 2008 年 に は , 1800 社 を 超え た (株 式 会 社 日 本 


経済 研究 所 編 , 2009). 


2001 年 か ら 3 年 間 で , 大 学 発 ベ ンチ ャ ー を 1000 社 創出 し よう と い 


う 「 平 党 プ ラン 」 等 の 政策 的 な 後押し が , その 背景 に ある . 


し か し な が ら 、 RAE 


の 大 学 発 ベ ンチ ャ ー は , 2000 年 代 後半 に 入り , 転換 点 を 迎え て 


いる . 大 学 発 ベ ンチ ャ ー の 倒産 , 廃業 が 増加 し , その 数 は , 新規 設立 数 を 上 回 りつ つ あ る . 


また , 年 毎 の 推移 を 見 る と , 株 式 公開 に 成功 する 大 学 発 ベ ンチ ャ ー の 数 は , 頭打ち , W 


少 傾 向 に ある (ベン チャ ー エ ンタ ー プ ライ ズ セ ンタ ー ベ ンチ ャ ー ビ ジ ネス 動向 調査 研究 会 
編 , 2009). さら に , 株 式 公 開 を 果たし た 大 学 発 ベン チャ ー に お いて も , 株 式 公開 直後 の 
株 価 を 大 きく 下回る 企業 が 相次ぐ 。 アメ リカ の 大 学 発 ベ ンチ ャ ー の よう な グロ ー バ ル 企 業 


に まで 成長 する 大 学 発 ベン チャ ー は , ほとん ど 見 られ な い . 大 学 発 ベ ンチ ャ ー 創 業 活動 


の 活発 化 , すなわち , 大 学 発 ベ ンチ ャ ー の 設立 数 の 増加 と いう 点 で は , 我が国 は 、 政 策 
的 な 目的 は 達し た が , その 後 の 大 学 発 ベン チャ ー の 成長 と いう 視点 で 見 る と , 我が国 の 


大 学 発 ベン チャ ー は 、 壁 に 直面 し て いる 。 
論文 は , 我が国 の 大 学 発 ベ ンチ ャ ー を 対象 と し た 質問 表 調 査 を も と に , 我が国 の 大 


学 発 ベ ンチ ャ ー に お ける 成長 の た め の 主 要 な 課題 と し て 、 我が国 大 学 発 ベン チャ ー に お 
ける 外部 資源 活用 の 現状 と 課題 に つい て 論じ る 。 


2. 大 学 発 ベン チャ ー と 外部 資源 
2.1. 大 学 発 ベ ンチ ャ ー の 定義 

大 学 発 ベ ンチ ャ ー に 関す る 学術 的 研究 は , アン トレ プレ ナー シッ プ 研 究 の 一 領域 と し て , 
1990 年 初め からみ られ る よう に な り , 21 世 紀 に 入っ て 進展 し て いる 新しい 研究 領域 で ある . 
Djokovic and Souitaris(2006) は , 大 学 発 ベン チャ ー に 関す る 先行 研究 の サー ベイ を も と に , 
大 学 発 ベ ンチ ャ ー に 関す る 学術 研究 に つい て 大 きく 三 つ の 視点 に 分 類 し て いる . それ に よ 
る と , BUC, マク ロレ ベル の 視点 で あり , 主要 な アプ ロー チ と し て は , 「 大 学 発 ベ ンチ ャ ー の 


スピ ン ア ウト プロ セス に 


お ける 政府 や 産業 の 文 援 ズ スカ ニズム 」「 技術, マー ケッ トド リプ ブン な 事 


業 化 , 商業 化 の 庄 課 題 」 等 、 第 2 は , メゾ レベ ル の 視点 で あり , 主要 な アプ ロー チ と し て ,「 イ 
ン キ ュ ベ ー タ や 技術 移転 機関 等 の 大 学 に よる 大 学 発 ベ ンチ ャ ー 支 援 メ スカ ニズム 」「 ス ピン ア 
ウト 活動 に 至る 大 学 の 諸 要 因 」「 大 学 の 技術 移転 メカ ニズム 」 等 、 第 3 と し て は , ミク ロレ ベル 
の 視点 で あり , 主要 な アプ ロー チ と し て ,「 ス ピン アウ ト プ ロ セス に お ける 創業 者 及び 創業 チ 
ー ム の 役割 」「 大 学 と イン ダス トリ ー と の ネッ トワ ー ク 」「 大学 発 ベン チャ ー の 業績 」 等 を 指摘 し 
て いる . た だ , こう し た 先行 研究 に お いて , 大 学 発 ベ ンチ ャ ー の 定義 は , 一 定 で は な い . 


経済 産業 省 編 (2005) は , 大 学 発 ベ ンチ ャ ー に つい て 以下 の よう に 分 類 し て いる . 「1. 大 


学 や 大 学 関係 者 , 学生 が 保有 する 特許 を 基 に 起業 」「2. 特 許 以外 の 技術 ・ ビ ジネス 手法 を 
基 に 起業 」「3. そ の 他 」 す な わ ち , 13-1. 創業 者 の 持つ ノウ ハウ を 事業 化す る た め に , 設立 
か ら $ 年 程度 以内 に 大 学 と 共同 研究 」「3-2. 既 存 の 事業 を 維持 ・ 発 展 を させ る た め に , 設立 
か ら $ 年 程度 以内 に 大 学 と 共同 研究 等 , また は , 技術 移転 」「3-3. 設立 か ら $ 年 程度 以内 
に 大 学 関連 の イン キュ ベー ショ ン 施 設 等 に 入居 し , 大 学 か ら 種々 の 支援 」「3-4. 大 学 で 学 


ん だ 内 容 を 基 に 創業 」 


「3-$. 大 学 で ベン チャ ー ビ ジ ネス 論 等 を 学び , その 一 環 と し て ビジ ネ 


スプ ラン を 作成 し 起業 を 決意 」「3-6. 大 学 の 技術 を 移転 する 事業 や , 大 学 の 技術 や ノウ ハ 
ウ を 事業 化す る た め の 資 金 を 提供 する 等 , 大 学 発 ベ ンチ ャ ー を 生み 出す た め の 事 業 」「3-7. 


取引 先 や 売上 の 大 半 を , 創業 者 の 出身 大 学 や 大 学 の 人 脈 に よる 紹介 に 依存 」 と 指摘 する 。 
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近藤 (2002) は , 大 学 発 ベ ンチ ャ ー に つい て , 「 大 学 の 教員 や 技術 系 職員 又は 学生 が ベン 
チャ ー 企 業 の 創立 者 に な る か 創立 に 深く 関与 し た 場合 (人 材 移転 型 )」「 大 学 に お ける 研究 
成果 又は 大 学 で 習得 し た 技術 に 基づい て 起業 され た 場合 (技術 移転 型 )」「 大 学 や 関連 の 
TLO( 技 術 移転 機関 ) が ベン チャ ー 企 業 創立 に 際 し て 出資 又は 出資 の 幹 旋 を し た 場合 ( 出 
資 型 )j」 の 3 つの タイ プ を 指摘 する . これ ら は 、 大 学 発 ベ ンチ ャ ー に つい て , 大 学 か ら , 経営 
資源 の 基本 要素 で ある ヒト (人 材 ), モノ (技術 ), カネ (資金 )/ の いずれ か が , 大 学 か ら 何ら か 
の 形 で 供給 され た ベン チャ ー 企 業 を , 大 学 発 ベ ンチ ャ ー と 定義 する , 広義 の 定義 を 採用 し 
て いる . 

Smilor, Gibson and Dietrich (1990) は , 大 学 発 ベ ンチ ャ ー の 定義 に つい て , 創業 者 が , 
大 学 教員 か , 職員 , 学生 で , 大 学 発 ベ ンチ ャ ー を 設立 する た め に 大 学 を 去っ た か , また は , 
大 学 に 在籍 の まま 設立 し た ケー ス で , H, 又は , 大 学内 で 技術 , 技術 ベー ス の アイ ディ ア 
を ベー ス と し た 企業 と 指摘 し , ヒト , モノ (技術 ) に フォ ー カ ス し た 定義 を 提示 し て いる . ヒト , 
モノ (技術 ) を 重視 し た 定義 は , この 他 に も 見 られ る (Nicolaou and Birley,2003, 

Steffensen, Rogers and Speakman, 1999 他 ). Robert(1991) は , 大 学 の 教員 , 学生 等 の 関 
係 者 が 創業 者 と し て 関与 し て いる 点 を 重視 し , 大 学 発 と 当該 ベン チャ ー の 人 的 関与 す な 
わ ち ヒト を ベー ス と し て , 大 学 発 ベ ンチ ャ ー を 定義 し て いる . Wright, Clarysse, Mustar and 
Lockett (2007) は ,「 学 術 機 関 か ら 生 み 出 され た 知 的 財産 の ライ セン シン グ 及 び 譲 渡 に 依存 
する ニュ ー ベ ンチ ャ ー」 と 定義 し て いる 他 , Shane(2004) も , 大 学 発 ベ ンチ ャ ー に つい て , 

「 大 学 で 研究 開発 され た 何ら か の 知 的 財産 を 基盤 と し て 創業 され た 新規 企業 」(Shane, 
2004:4) と 定義 し て いる . Wright, Clarysse, Mustar and Lockett (2007) 及 び Shane (2004) 
の 指摘 する 知 的 財産 と は , 法律 等 に よっ て 保護 され た 知 的 財産 権 を 基盤 と し て 起業 し た 企 
業 を 念頭 と し て お り , 技術 , 特に 知 的 財産 権 に 限定 的 な 定義 を 指摘 し て いる . 大 学 発 ベ ン 
チャ ー に つい て , モノ (技術 ) に フォ ー カ ス す る , すなわち 大 学 の 技術 を ベー ス と し た 企業 と 
する 定義 は , この 他 に も ある (Charles and Conway, 2001, 山田 , 2006, 新藤 , 20054). 

大 学 発 ベン チャ ー の 定義 に つい て は , 様々 な 定義 が 可能 で あろ う が , 本 論文 に お いて 
は , 後述 する よう に 、 モノ (技術 ) に フォ ー カ ス し た 先行 研究 を ベー ス と する 。 


2.2. 大 学 発 ベン チャ ー に お ける 外部 資源 
2.2.1. 関係 ネッ トワ ー ク 資産 

Dyer and Singh(1998) は , 競争 優位 の 源泉 に つい て の 研究 アプ ロー チ と し て , 産業 構造 
アプ ロー チ と , 資源 ベー ス ア プロ ー チ と いう 2 つの アプ ロー チ を 挙げ て , それ ぞ れ の 有用 性 
を 評価 し た 上 で , これ ら 2 つ の アプ ロー チ だ け は , 不 十分 で ある と 述べ る . Dyer and 
Singh(1998) に よる と , 産業 構造 アプ ロー チ と は , Porter(1980) に より 指摘 され た アプ ロー チ 
T, 自社 が 所 属す る 業界 の 魅力 度 , 自社 の 業界 内 で の 競争 的 地位 が , 企業 の 潜在 的 な 
収益 性 を 決定 する と し て , 競争 業者 , 売り 手 , ROF, 新規 参入 業者 , 代替 品 と いう 5 つの 
競争 要因 モデ ル を 提唱 し た . 一 方 , 資源 ベー ス ア プロ ー チ の 嗜 矢 は , Penrose(1959) に 遡 
る こと が で きる . Penrose(1959) に よる と , 企業 は , 利用 され る 資源 の プー ル お よび 東 で あり , 
企業 の 成長 は 企業 内 部 の 未 利用 の 経営 的 サー ビス の 利用 の 結果 と し て 生じ る . この 資源 
ORL, 企業 固有 の 条件 に よっ て 形成 され る も の で ある こと か ら , 各 企 業 で 異な る も の で あ 
り (Penrose, 1959), こう し た 企業 の 資源 の 東 の 異質 性 が , 企業 の 業績 を 左右 する と され る 
と の 視点 で ある (Barney, 1991, Rumelt, 1991, Barney, 2002). Barney(1991) は , 「 持 
続 的 競争 優位 の 資源 は , 価値 が あり , 希少 で あり , 模 條 が 難し く , 代替 不可 能 な 企業 資源 
で ある (Barney, 1991:116)」 と 述べ , 企業 の 持続 的 競争 優位 の 確立 に お ける 資源 ベー ス 
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アプ ロー チ の 有用 性 を 指摘 し て いる . これ に 対し て , Dyer and Singh(1998) は , 企業 の 競争 


優位 の 理解 に お いて 


は , 企業 と 4 つの 組織 間 競 争 優位 の 潜在 的 な 資源 , すなわち , (1) 関 


係 ス ペ シ フ ィ ッ ク な 人 資産, (2) 知識 共有 ルー ティ ン , (3) 補 完 的 資源 能力 , (4) 有 効 な ガバ 


ナン ス が , 重要 で ある と 述べ る と 共に , 個々 の 企業 の 競争 優位 は , その 企業 の 埋め 込ま れ 
た 関係 ネッ トワ ー ク の 競争 優位 と し ば し ば 関係 が ある と 指摘 し て いる . 
ベン チャ ー に aR ク の 意義 に つい て , Birley(198?) は , ネッ トワ ー ク と の イン タ 


ラク ショ ン は , ニュ ー ビ 
見 , 社内 で 獲得 不可 


9 お ける 適切 な 情報 収集 , 外部 の サポ ー ト 及び サー ビス の 発 
Rie ni ek ビジ ネス アド バイ ス の 獲得 に お いて 必要 


不可 欠 で ある ニュ ー ビ ジ ネス の 成長 を 促進 する と 指摘 する . この 他 , ベン チャ ー に お ける ネ 


ットワーク の 有効 性 に 


つい て は , 起業 機会 等 の 情報 獲得 (Burt, 1992), 長期 の 人 間 関 係 


構築 (Gulati, 1995), 構成 員 に よる ポジ ティ ブ な 姿勢 (Podolny, 1994, Stuart, Hoang and 


Hybels, 1999), 日 和 見 的 な 行動 の 低減 (Marsden, 1981, Granovetter, 198$) 機 能 が 指摘 さ 


れる . 


2.2.2. 起業 環境 


「 地 域 経 済 発展 に お いて シリ コン バレ ー よ り 成 功 し , 有名 な 事例 を イメ ー ジ する こと は 難し 


い (Cohen and Fields, 


1999 : 108)」 と 指摘 され る よう に , 大 学 発 ベン チャ ー, ハイ テク スタ ー ト 


アッ プス 企業 等 , 新規 設立 企業 に 適し た 起業 環 BELUT, アメ リカ , シリ コン バレ ー が 指摘 さ 
れる . アメ リカ で は , ベン チャ ー の 創業 と 集積 を 通じ した ハイ テク 産業 の 創出 に よる シリ コン バ 


レー の 成長 を , 全米 に 


こ 普 及 さ せる こと を 目的 と し た Cloning Silicon MM が , アメ リカ 


全土 で 実施 され る 等 ( 


Pai, 2005), シリ コン バレ ー の 起業 家 を 取り 巻く 環境 は , ベン チャ ー 


企業 の 創業 , ハイ テク 産業 創出 の 手 本 と され て いる . Saxenian(1994) は , シリ コン バレ ー と 
ルー ト 128 と の 比較 研究 に よっ て , ルー ト 128 は 少数 の 比較 的 独立 性 の 高い 集権 的 な 企業 


が 垂直 統合 を 行っ て いる 自己 完結 型 企 業 で あ も る の に 対し て , シリ コン バレ ー は , 企業 間 の 
ネッ トワ ー ク を 中 心 に 大 学 , 業界 団体 等 の 地域 組織 を 包含 し た ネッ トワ ー ク 型 の 地域 産業 


シス テム と な っ て お り , 
指摘 し て いる . 清 成 (1 


地域 全体 が 市 場 や 技術 の 変化 に 適応 で きる シス テム と な っ て いる と 
99$) は , シリ コン バレ ー の 特徴 に つい て ,「(1) 企 業 家 セク ター が 中 心 


で ある , ae 会 的 分 業 が 深化 し , 専門 企業 の ネッ トワ ー ク が 地域 に 形成 され て いる , (3) 専 
門 企 業 に お ける 技術 進歩 が 地域 内 で 波及 し や すく , イノ ベー ショ ン が 生ずる , (④) 企 業 の 競 


で ,「 シ リコ ン バ レ ー 


争 と 協調 が 活発 で あり , 労働 市 場 も オー プン で ある , (5) エ ンジ ニア リン グ 企 業 , リサーチ, 
FR, ベン チャ ー キ ャ ピタ リス ト , 等 等 創業 の た め の イ ン フ ラ が 整っ て いる , (6⑥) 個 別 企業 は 自 
己 完 結 的 で は な く , 外部 の 機能 を フレ キシ ブル に 活用 し て いる ( 清 成 , 1995 :9)」 と 述べ た 上 
は , 変化 に 対す る クイ ッ ク , リス ポン ス を 重視 し た プロ ダク ト , イノ ベー ショ 


ン に 適し た 地域 産業 レス テム を 有 し て いる ( 清 成 , 1995 : 9)」 と 指摘 する . 


Kenny and von Burg(2000) は , ベン チャ ー を 取り 巻く 起業 環境 の 内 , ベン チャ ー の 創造 


と 成長 を 可能 に する よう に 進化 し た も の を , 制度 的 イン フラ と し て , ベン チャ ー 育成 の 重要 
な 要因 と 指摘 する . Kenny and von Burg(2000) は , 新しい 企業 , ese と 創出 する 能 
力 を シリ コン バレ ー の 特徴 と し ,, こう し た メカ ニズム を 解明 する た め に , 「 第 1 の 経済 
(Economy One)」「 第 2 の 経済 (Economy Two)」 と いう 概念 を 提示 し た .「 第 1 の 経済 は , 民間 
企業 で あれ ば 利益 と 成長 を 究極 の 目的 と する 既存 組織 (Kenny and von Burg, 2000:223) | 
か ら 成 り 立 っ て お り , 既存 企業 や 大 学 , 研究 機関 等 を 指す . また , 「 第 2 の 経済 は , 新 企業 


の 創造 と 成長 を 可能 


に する よう に 進化 し た 制度 的 イン フラ で ある (Kenny and von Burg, 


2000 :224)」 と 述べ , ベン チャ ー キ ャ ピタ リス ト , 会 計 士 事務 所 , 法律 事務 所 , 投資 銀行 等 を 
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例 に , シリ コン バレ ー の ベン チャ ー 成 長 に お ける 「 第 2 の 経済 」 の 有用 性 を 強調 し て いる . こ 
の 内 , シリ コン バレ ー の ベン チャ ー キ ャ ピ OM に つい て , Aoki(1999) は , コン ピュ 
ー タ ー 等 ハイ テク ベン チャ ー を 念頭 に シリ ュ コン バレ ー の ベン チャ ー キ ャ ピタ リス ト と ベン チャ 

IO は , 革新 的 な イノ ベー ショ ン を 生み や すく , 
急激 な 環境 変化 に も 適応 し や すい と 指摘 し て いる . Aoki(1999) に よる と , シリ コン バレ ー に 
お いて は , te タリ スト が , より 有望 な 形 で 事業 を 発展 させ る か を 確認 する た め 
の トー ナメ ント を ベン チャ ー 間 で 行わ せる こと に より , ハイ レベ ル の 努力 を ベン チャ ー か ら 引 
き 出 し て いる . この トー ナメ ント に あたっ て , ベン チャ ー キ ャ ピタ リス ト は , 地域 の ディ ファ クト ス 
タン ダー ド の 設定 の た め に 必要 な 情報 を ベン チャ ー に 媒介 する 仲介 者 と し て の 役割 を 果 た 
し て いる . この ベン チャ ー キ ャ ピタ リス ト の 媒介 に よっ て 進化 的 な 選択 に きら され る ベン チャ 
ー 群 は , 革新 的 な イノ ベー ショ ン を 生み や すく , 急激 な 環境 変化 に も 適応 し や すい と 論じ て 
WH. シリ コン バレ ー の ハイ テク スス ター ト ア ッ プ ス 企 業 等 ベン チャ ー EAI 
お ける , Kenny and Von Burg(2000) ら の 指摘 する 「 第 2 の 経済 」 の 果たす 役割 の 重要 に 関 
する 指摘 は , その 他 に も 多数 ある (今井 監 , 1998, Lee, Miller, Hancock and Rowen ed., 
2000 等 ). 


2.2.3. 大 学 発 ベン チャ ー の 起業 環境 

大 学 発 ベ ンチ ャ ー を 念頭 と し , その 起業 環境 に つい て 論じ た 先行 研究 と し て , Smilor, 
Gibson and Kozmetsky(1990) が ある . Smilor, Gibson and eet は , アメ リカ , 
テキ サス 大 学 オ ー ス ティ ン 校 及び テキ サス 州 オ ー ス ティ ン の 大 学 発 ベ ンチ ャ ー を 念頭 に , 
テク ノボ ポリ ス の 輪 (Technopolis Wheel) と いう 概念 を 提示 し , テク ノ ポ リス , すなわち 技術 志向 
の 地域 クラ スタ ー の 形成 に は ,「 大 学 ( エ ンジ ニア リン グ , ビジ ネス , 自然 科学 , リサ ー チ セン 
ター 他 )」「 大 企業 (フォ ー チ ュ ン 3500 企 業 , 販売 , R&D 拠点 , 従業 員 )」「 新 企業 (ユニ バー シ 
ティ スピ ン オ フ , 大 手 企業 スピ ン オ フ 他 )」「 連 邦 政府 (防衛 関連 支出 , 研究 補助 金 )」「 州 政 
府 ( 各 種 プ ログ ラム , 教育 支援 )」「 地 方 自治 体 (イン フラ , 他 地 域 と 競争 し うる 地方 税 , 生活 
の 拘 )」「 支 援 グ ルー プ ( コ ミュ ニテ ィ , 商工 会 議 所 , ビジ ネス )」 の 7 つの 要素 が 不可 欠 で ある 
と 指摘 し て いる . 

NB and Malone(1996) は , アメ リカ に お ける 大 学 発 ベ ンチ ャ ー が 設立 され る プロ セス 

お ける 大 学 の 研究 者 と し て の 「 技 術 者 」, 外部 か ら 大 学 発 ベン チャ ー の 経営 を 担う 創業 

NE maa ected に 加え て , 大 学 投資 家 の あ わせ て 4 つの 機能 の 重要 性 を 指摘 
する . 大 学 発 ベ ンチ ャ ー の 成長 に お ける 大 学 の 役割 に つい て , Hsu and Bernstein(1997) は 
教授 , また は , 周囲 の ビ e お ける アン トレ プレ ナー の 存在 は , 大 学 発 ベ ン 
チャ ー 設 立 に は 決定 的 な 要因 で ある と 述べ , 大 学 に お ける アン トレ プレ ナー シッ プ へ の 取り 
組み , 理解 の 重要 性 を 指摘 し て いる . また , DiGregorio and Shane(2003) は , 大 学 発 ベ ン 
チャ ー を 多く 創出 する 大 学 は , 大 学 の 知名 度 が 高く , Bi F ビ イオ ヤリ ディ の 配分 比率 が 低く , 
民間 か ら の 研究 費 支 援 が 多い , 等 の 特徴 を 有 し , 大 学 発 ベン チャ ー 創 出 に お ける , KF 
の 影響 力 を 示唆 し て いる . 大 学 発 ベン チャ ー の 成長 に お ける 投資 家 の 役割 に つい て 
Shane and Start(2002) は , 大 学 ベ ペン チャ ー に よっ て 調達 され た 資金 の 累計 額 が 増え れ ば 
える 程 , 当該 大 学 発 ベ ンチ ャ ー が 株 式 上 場 を 達成 する 確率 が 高まり , 失敗 する 確率 を 低 
下さ せる . また , 他 企 業 に よる 買収 や 株 式 公開 等 の 成果 が 得 ら れる 確率 が 高まる 一 方 , 調 
達 額 が 低けれ ば, 倒産 , 廃業 と いっ た 望ま ざる 結果 に 結び つく 確率 が 高く な る と 指摘 し , 大 
学 発 ベ ンチ ャ ー の 成長 に お ける 投資 家 の 重 要 性 を 指摘 し て いる (Shane and Stuart, 2002). 
大 学 投資 家 以 外 に つい て も , ハイ テク スタ ー ト アッ プス 企業 , 大 学 発 ベン チャ ー 等 , 新規 設 
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> 
(Z 


立 企業 の 成長 


寄与 する イン フラ と し て , 弁護 士 , 法律 事務 所 , 弁理 


E, 特許 


認 会 計 士 , 会 計 事務 所 等 の 有用 性 (Johnson, 2000, Atwell, 2000 他 ) が , 先行 研究 に お い 
て 指摘 され る . 

本 論文 で は , 大 学 発 ベン チャ ー の 成長 に 寄与 する と 考え られ る 外部 資源 の 内 、 特 に 、 
大 学 , ベン チャ ー キ ャ ピタ リス ト , 公認 会 計 士 , 会 計 事 務 所 、 弁 理 士 , 特許 事務 所 、 弁 護 
t, 法律 事務 所 に 着目 し 、 我が国 大 学 発 ベ ンチ ャ ー に お ける 外部 資源 活用 の 現状 と 課 
題 に つい て 論じ る 。 

3. 研究 対象 
3.1. 調査 方 法 


ー ス と し た 事業 , 共同 


論文 で は , 法 的 に 保護 され た 大 学 の 知 的 財産 
また , 法 的 に は 保護 され て いな いも の の 大 学 の 研究 成 』 


と し て の 特許 を ベー ス と し た 事業 , 
と し て の 「 技 術 」「 ノ ウ ハ ウ 」 を ベ 


AN 


究 等 の 機会 を 通じ て 大 学 の 「 技 術 」「 ノ ウ ハ ウ 」 を 導入 し た 、 設 立 


10 年 以内 の 未 上 場 企業 を 、 大学 発 ベ ンチ ャ ー と し て 分 析 の 対象 と し て いる 。 日 本 経済 新 
聞 社 編 (200$), 日 本 半導体 ベン チャ ー 協 会 編 (2006), 医薬 経済 社 編 (2003) 等 の 企業 一 
覧 や WEB 公開 情報 を も と に , 大 学 と の 間 に お いて 技術 面 で 関係 が あり , 大 学 発 ベ ンチ ャ 
ー と 想定 され る ベン チャ ー 企 業 1298 社 を 抽出 し 、 こ の 内 、 oe お ける 質問 票 
調査 の 回 答 企業 及び 電話 及び 電子 メー ル に よる 調査 の 結果 、 本 論 お ける 大 学 発 べ 
ンチ ャ ー の 定義 に 該当 し な い 企 業 を 除い た 、427 社 に 質 con gs 質問 表 調 
査 の 郵送 は 、2010 年 2 月 上 旬 か ら 下 旬 に か け て 実施 し 、 回答 の な い 企 業 に 対し て は , E 
話 及 び 電 子 メ ー ル に よる 菅 促 及び フォ ロー アッ プ 調 査 を 実施 し た . 本 論文 で は , 回 答 企 
業 141 社 の 内 、 有 効 回 答 140 社 を 分 析 の 対象 と し た (回 答 率 32.79%)。 
3.2. 対象 企業 の 特性 
日 米 英 の 対象 企業 の 業種 、 設 立 年 、 直近 の 決算 時 に お ける 従業 員数 、 売 上 高 、 経 常 利 
人 益 の 平均 値 は 、 以 下 の 通り で ある 。 
表 1 対象 企業 の 業種 
バイ オ 系 32.86 
IT 系 ハー ド 系 4.29 
ソフ ト 系 20.00 
その 他 素材 17.86 
機械 系 20.71 
環境 系 12.86 
エネ ルギー 9.29 
その 他 16.43 
注 : 数値 は パー セン ト . 対象 企業 数 は , 141. 複数 回 答 で ある こと か ら , 合計 の パー セン ト は 
100 を 超え る . 
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表 2 設立 年 、 直 近 の 決算 時 に お ける 従業 員数 、 売 上 高 、 経 常 利益 


設立 年 2003.14 
従業 員数 (人 ) 設立 時 2.63 
直近 決算 時 8.85 
資本 金 (万 円 ) 設立 時 1701.15 
直近 決算 時 26554.00 
売上 高 (万 円 ) 設立 時 2178.36 
直近 決算 時 10662.40 
経常 利益 (万 円 ) 設立 時 -377.63 
直近 決算 時 -4995.14 
注 : 数 値 は 、 平 均 値 。 


4. 大 学 発 ベン チャ ー に お ける 外部 資源 活用 の 現況 
4.1. 大 学 発 ベ ンチ ャ ー に お ける 経営 支援 ニー ズ 


対象 企業 に 対し て 、13 項目 の 経営 支援 の ニー ズ の 高 さ に つい て 質問 し た 。 選択 肢 は 、 
「 資 本 金 ・ 借 入金 の アレ ンジ 」「 フ ァ イ ナ ンス に 関す る アド バイ ス 」「 経 営 者 ・ 社 員 の モテ ィ ベ 
ーション 付け 」「 リ クル ー ト (外部 人 材 ) の 支援 」「 マ ネジ メン ト に 関す る アド バイ ス 」「 内 部 統 
制 を 含め た 社内 規定 の 整備 」「 企 業 戦略 の 調整 」「 他 の 専門 家 の 紹介 ・ 橋 渡し 」「 業 界 や 
顧客 へ の 橋渡し 、 紹 介 」「 業 界 競合 情報 の 提供 」『 マ ー ケ ティ ング 計画 」「 一 時 的 な 企業 危 
機 へ の 対応 」「 経 営 者 の 個人 的 な 問題 て の アド バイ ス 」 の 13 項目 と し て いる 。 大 学 発 ベ ン 
チャ ー に お ける 経営 支援 ニー ズ と し て 最も 高かっ た の が 、「 業 界 や 顧客 へ の 橋渡し 、 紹 
介 」 で 、 以 下 、「 マ ー ケ ティ ング 計画 」「 業 界 競合 情報 の 提供 」 と 続い た 。 


表 3 大 学 発 ベ ンチ ャ ー に お ける 経営 支援 ニー ズ 


Ave. S.D. 
資本 金 ・ 借 入金 の アレ ンジ 2.58 (1.23) 
ファ イナ ンス に 関す る アド バイ ス 2.53 (1.20) 
経営 者 ・ 社 員 の モテ ィ ベ ーション 付け 2.32 (1.01) 
リク ルー ト ( 外 部 人 材 ) の 支援 2.33 (1.09) 
マネ ジメント に 関す る アド バイ ス 2.42 (0.90) 
内 部 統制 を 含め た 社内 規定 の 整備 2.13 (0.95) 
企業 戦略 の 調整 2.72 (0.94) 
他 の 専門 家 の 紹介 ・ 橋 渡し 2.58 (0.98) 
業界 や 顧客 へ の 橋渡し 、 紹介 3.25 (0.94) 
業界 競合 情報 の 提供 2.74 (1.07) 
マー ケティング 計画 2.90 (0.92) 
一 時 的 な 企業 危機 へ の 対応 2.37 (1.01) 
経営 者 の 個人 的 な 問題 へ の アド バイ ス 1.94 (0.97) 
TE: 支援 ニー ズ は 、 低い 1 か ら 高 い 4 ま で の 4 段階 評価 。 
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4.2. 大 学 


対象 企業 に 対し て 、(1) 大 学 か ら 受 けた 経営 支援 、(2) 大 学 か ら ど の 程度 の 頻度 の 支援 
を 受け た か 、 3) 大学 の 支援 力 の 評価 に つい て 質問 し た 。 選択 肢 は 、「 資 本 金 ・ 借 入金 の ア 


的 な 問題 へ の アド バイ ス 」 の 13 項 目 と し て いる 。 


レン ジ 」「 フ ァ イ ナ ンス に 関す る アド バイ ス 」「 経 営 者 ・ 社 員 の モテ ィ ベ ー シ ョ 
(外部 人 材 ) の 支援 」「 マ ネジ メン ト に 関す る アド バイ ス 」「 内 部 統制 を 含め た 神 
備 」「 企 業 戦略 の 調整 」「 他 の 専門 家 の 紹 介 ・ 橋 渡し 」「 業 界 や 顧客 へ の 橋渡し 、 紹 介 」「 業 
界 競 合 情報 の 提供 」『 マ ー ケ ティ ング 計画 」「 一 時 的 な 企業 危機 へ の 対応 」「 経 営 者 の 個人 


ン 付 け 」「 リ クル ー 
上 内 規定 の 整 


(1) 大 学 か ら 受 けた 経営 支援 に つい て は 、「 他 の 専門 家 の 紹 介 ・ 橋 渡し 」 が 最も 高く 、 以 
下 、「 業 界 や 顧客 へ の 橋渡し 、 紹 介 」「 経 営 者 ・ 社 員 の モテ ィ ベ ーション 付け 」 と 続い た 。 (2) 


大 学 か ら ど の 程度 の 頻度 の 支援 を 受け た か 、 に つい て は 、「 経 営 者 ・ 社 員 の モテ ィ ベ ー シ ョ 
ン 付 け 」 が 最も 頻度 の 平均 値 が 高く 、「 マ ネジ メン ト に 関す る アド バイ ス 」 


「 業 界 競合 情報 の 


提供 」 と 続い た 。 (3) 大 学 の 支援 力 の 評価 に つい て は 、「 他 の 専門 家 の 紹介 ・ 橋 渡し 」 が 最も 
高く 、「 経 営 者 ・ 社 員 の モテ ィ ベ ーション 付け 」「 業 界 や 顧客 へ の 橋渡し 、 紹 介 」 が 続い た 。 


RA 大 学 か ら の 支援 、 文 援 力 評価 


支援 の 有無 支援 力 評価 

Ave. S.D. Ave. S.D. 
資本 金 ・ 借 入金 の アレ ンジ 0.04 (0.19) 1.44 (0.81) 
ファ イナ ンス に 関す る アド バイ ス 0.07 (0.26) 1.47 (0.80) 
経営 者 ・ 社 員 の モテ ィ ベ ーション 付け 0.11 (0.32) 2.13 (1.15) 
リク ルー ト ( 外 部 人 材 ) の 支援 0.08 (0.27) 1.50 (0.74) 
マネ ジメント に 関す る アド バイ ス 0.10 (0.30) 1.71 (0.85) 
内 部 統制 を 含め た 社内 規定 の 整備 0.05 (0.22) 1.50 (0.73) 
企業 戦略 の 調整 0.09 (0.29) 1.83 (0.98) 
他 の 専門 家 の 紹介 ・ 橋 渡し 0.31 (0.46) 2.30 (0.99) 
業界 や 顧客 へ の 橋渡し 、 紹介 0.28 (0.45) 2.10 (0.97) 
業界 競合 情報 の 提供 0.06 (0.25) 1.63 (0.90) 
マー ケティング 計画 0.07 (0.26) 1.70 (0.86) 
一 時 的 な 企業 危機 へ の 対応 0.04 (0.19) 1.50 (0.82) 
経営 者 の 個人 的 な 問題 へ の アド バイ ス 0.10 (0.30) 1.68 (0.95) 


高い 4 まで の 4 段階 評価 。 


注 : 支 援 の 有無 は 、 支 援 あ り 1、 支援 な し 2 と し た 平均 値 と 標 3 


Efe, 支援 力 は 、 低い 1 か ら 
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表 s 大 学 か ら の 支援 頻度 


半年 3 ヶ月 月 2 週 1 週 Ave. S.D. 


資本 金 ・ 借 入金 の アレ ンジ 1.43 0.00 0.71 0.00 0.00 1.67 (1.15) 
ファ イナ ンス に 関す る アド バイ ス 3.57 2.14 0.71 0.71 0.00 1.80 (1.03) 
経営 者 ・ 社 員 の モテ ィ ベ ーション 付け 5.00 1.43 3.57 0.00 0.71 2.07 (1.22) 
リク ルー ト ( 外 部 人 材 ) の 支援 5.71 0.71 0.00 0.00 0.00 1.11 (0.33) 
マネ ジメント に 関す る アド バイ ス 4.29 0.00 4.29 0.00 0.00 2.00 (1.04) 
内 部 統制 を 含め た 社内 規定 の 整備 3.57 1.43 0.00 0.00 0.00 1.29 (0.49) 
企業 戦略 の 調整 $.00 1.43 2.86 0.00 0.00 1.77 (0.93) 
他 の 専門 家 の 紹 介 ・ 橋 渡し 17.86 5.71 3.57 0.00 0.00 1.47 (0.73) 
業界 や 顧客 へ の 橋渡し 、 紹 介 20.00 5.00 2.14 0.00 0.00 1.34 (0.63) 
業界 競合 情報 の 提供 2.14 2.86 1.43 0.00 0.00 1.89 (0.78) 
マー ケティング 計画 3.57 2.14 0.71 0.71 0.00 1.80 (1.03) 
一 時 的 な 企業 危機 へ の 対応 3.57 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 (0.00) 


経営 者 の 個人 的 な 問題 て の アド バイ ス 5.71 1.43 2.86 0.00 0.00 1.71 (0.91) 


注 : 平均 値 と 標準 偏差 は 、 半 年 に 1 回 程度 を 1、 1 週間 に 1 回 を 5 と し た も の 。 


4 


4.2. ベン チャ ー キ ャ ピタリ スト 

対象 企業 に 対し て 、(1) ベ ンチ ャ ー キ ャ ピタ リス ト か ら 受 けた 経営 支援 、(2) ベ ンチ ャ ー キ ャ 
ビ ピタ リス ト か ら ど の 程度 の 顔 度 の 支援 を 受け た か 、(3) ベ ンチ ャ ー キ ャ ピタ リス ト の 支援 力 の 
評価 に つい て 、 質問 し た 。 

(1) ベ ンチ ャ ー キ ャ ピタ リス ト か ら 受 けた 経営 支援 に つい て は 、「 資 本 金 ・ 借 入金 の アレ ン 
ジ 」 が 最も 高く 、「 フ ァ イ ナ ンス に 関す る アド バイ ス 」「 業 界 や 顧客 へ の 橋渡し 、 紹 介 」 が 続い 
た 。 (2) う ベンチャー キャ ピタ リス ト か ら ど の 程度 の 上 顔 度 の 支援 を 受け た か 、 に つい て は 、「 マ ネ 
ジメント に 関す る アド バイ ス 」 が 最も 上 顔 度 の 平均 値 が 高く 、 「 経 営 者 ・ 社 員 の モテ ィ ベ ーション 
付け 」「 経 営 者 の 個人 的 な 問題 へ の アド バイ ス 」 が 続い た 。 (3 う ) ベ ベンチャー キャピ タリ スト の 支 
援 カ の 評価 に つい て は 、「 資 本 金 ・ 借 入金 の アレ ンジ 」 が 最も 高く 、「 フ ァ イ ナ ンス に 関す る 
アド バイ ス 」「 マ ネジ メン ト に 関す る アド バイ ス 」 が 続い た 。 
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表 6 ベン チャ ー キ ャ ピタ リス ト か ら の 支援 、 支 援 力 評価 


支援 の 有無 支援 力 評価 

Ave. S.D. Ave. S.D. 
資本 金 ・ 借 入金 の アレ ンジ 0.30 (0.46) 2.88 (0.93) 
ファ イナ ンス に 関す る アド バイ ス 0.29 (0.45) 2.65 (1.08) 
経営 者 ・ 社 員 の モテ ィ ベ ーション 付け 0.09 (0.28) 2.24 (1.09) 
リク ルー ト ( 外 部 人 材 ) の 支援 0.08 (0.27) 2.06 (1.06) 
マネ ジメント に 関す る アド バイ ス 0.15 (0.36) 2.64 (0.91) 
内 部 統制 を 含め た 社内 規定 の 整備 0.06 (0.23) 1.75 (0.75) 
企業 戦略 の 調整 0.13 (0.34) 2.45 (1.14) 
他 の 専門 家 の 紹介 ・ 橋 渡し 0.12 (0.33) 2.23 (1.11) 
業界 や 顧客 へ の 橋渡し 、 紹 介 0.21 (0.41) 2.34 (0.97) 
業界 競合 情報 の 提供 0.10 (0.30) 2.28 (1.02) 
マー ケティング 計画 0.08 (0.27) 2.50 (1.21) 
一 時 的 な 企業 危機 へ の 対応 0.09 (0.28) 2.12 (1.11) 
経営 者 の 個人 的 な 問題 へ の アド バイ ス 0.04 (0.19) 2.00 (1.33) 
注 : 支 援 の 有無 は 、 支 援 あ り 1、 支援 な し 2 と し た 平均 値 と 標準 偏差 。 支援 力 は 、 低い 1 か ら 


高い 4 まで の 


4 段階 評価 。 


BT ベン チャ ー キ ャ ピタ リス ト か ら の 支援 顔 度 


半年 3 ヶ月 月 2 週 1 週 Ave. SD. 

資本 金 ・ 借 入金 の アレ ンジ 17.14 3.57 5.00 0.71 0.00 1.59 (0.90) 
ファ イナ ンス に 関す る アド バイ ス 15.00 4.29 5.00 2.14 0.00 1.78 (1.03) 
経営 者 ・ 社 員 の モテ ィ ベ ーション 付け 2.14 2.86 3.57 0.71 0.00 2.31 (0.95) 
リク ルー ト ( 外 部 人 材 ) の 支援 5.00 0.00 2.14 0.00 0.71 1.91 (1.38) 
マネ ジメント に 関す る アド バイ ス 2.86 3.57 7.14 0.71 0.00 2.40 (0.88) 
内 部 統制 を 含め た 社内 規定 の 整備 5.00 0.00 0.71 0.00 0.00 1.25 (0.71) 
企業 戦略 の 調整 4.29 2.86 4.29 0.71 0.00 2.12 (0.99) 
他 の 専門 家 の 紹介 ・ 橋 渡し 5.71 2.86 2.14 0.71 0.00 1.81 (0.98) 
業界 や 顧客 へ の 橋渡し 、 紹 介 10.00 6.43 1.43 0.71 0.00 1.62 (0.80) 
業界 競合 情報 の 提供 5.00 2.14 2.14 0.71 0.00 1.86 (1.03) 
マー ケティング 計画 4.29 0.00 2.86 0.71 0.00 2.00 (1.18) 
一 時 的 な 企業 危機 へ の 対応 5.00 0.71 2.14 0.00 0.00 1.64 (0.92) 
経営 者 の 個人 的 な 問題 へ て の アド バイ ス 0.71 1.43 1.43 0.00 0.00 2.20 (0.84) 
注 平均 値 と 標準 偏差 は 、 半年 に 1 回 程度 を 1、 1 週間 に 1 回 を 5 と し た も の 。 
4.3. 公認 会 計 士 ・ 会 計 士 事務 所 

対象 企業 に 対し て 、(1) 公 誰 会 計 士 ・ 会 計 士 事務 所 か ら 受 けた 経営 支援 、(2) 公 認 会 計 

会計士 事 務 所 か ら ど の 程度 の 顔 度 の 支援 を 受け た か 、(3) 公 朗 会 計 士 ・ 会 計 士 事務 所 


の 支援 力 の 評価 


INF 会 


(1) 


に つ v VC, 質 問 aes, 


計 士 * 会 計 士 事務 所 か ら 受け た 


CLS pit 


経営 3 


mm 


援 に つい て は 、「 フ ァ イ ナ ンス に 関す る 
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アド バイ ス 」 


DSH 


も 高く 、「 マ ネジ メン ト に 関す る アド バイ ス 」「 内 部 統制 を 含め た 社内 規 


定 の 


整備 」 が 続い た 。 (2) 公 誰 会 計 士 ・ 会 計 士 事務 所 か ら ど の 程度 の 顔 度 の 支援 を 受け た か 、 


(に こつ 


EJ 


DTS IREI H AE D Tk 


‘STIR, RE H 
金 ・ 借 入金 の アレ ンジ 」「 企 業 戦略 の 調整 」 


上 内 


上 員 の モテ ィ ベ ーション 付け 」 が 最も 頻度 の 
が 続い た 。 (3) 


INF ZS 24-4 


Bi KE OE fj | DEV TE, 


表 8 公認 会 計 士 ・ 会 計 士 事務 所 か ら の 支援 、 支 援 力 評価 


F 均 値 が 高く 、「 資 本 
公認 会 計 士 ・ 会 計 士 事 務 所 の 支 
の 評価 に つい て は 、「 フ ァ イ ナ ンス に 関す る アド バイ ス 」 が 最も 高く 、「 資 本 金 ・ 借 入金 


支援 の 有無 支援 力 評価 

Ave. S.D. Ave. S.D. 
資本 金 ・ 借 入金 の アレ ンジ 0.14 (0.34) 2.67 (0.91) 
ファ イナ ンス に 関す る アド バイ ス 0.27 (0.45) 2.78 (0.89) 
経営 者 ・ 社 員 の モテ ィ ベ ーション 付け 0.03 (0.17) 1.78 (1.09) 
リク ルー ト ( 外 部 人 材 ) の 支援 0.03 (0.17) 1.56 (1.01) 
マネ ジメント に 関す る アド バイ ス 0.22 (0.42) 2.34 (0.91) 
内 部 統制 を 含め た 社内 規定 の 整備 0.20 (0.40) 2.61 (0.99) 
企業 戦略 の 調整 0.08 (0.27) 2.13 (1.25) 
他 の 専門 家 の 紹介 ・ 橋 渡し 0.04 (0.19) 1.60 (0.84) 
業界 や 顧客 へ の 橋渡し 、 紹 介 0.05 (0.22) 1.85 (1.14) 
業界 競合 情報 の 提供 0.01 (0.12) 1.14 (0.38) 
マー ケティング 計画 0.05 (0.22) 1.73 (1.10) 
一 時 的 な 企業 危機 へ の 対応 0.10 (0.30) 2.44 (1.10) 
経営 者 の 個人 的 な 問題 へ の アド バイ ス 0.14 (0.34) 2.21 (1.02) 


高い 4 まで の 4 段階 評価 。 


注 : 支 援 の 有無 は 、 支 援 あり 1、 支援 な し 2 と し た 平均 値 と 標準 偏 


表 9 公認 会 計 士 ・ 会 計 士 事 務 所 か ら の 支援 疾 度 


差 。 支援 力 は 、 低い 1 か ら 


半年 3 ヶ月 月 2 週 1 週 Ave. S.D. 
資本 金 ・ 借 入金 の アレ ンジ 5.71 2.14 5.00 0.00 0.00 1.94 (0.94) 
ファ イナ ンス に 関す る アド バイ ス 14.29 7.14 5.71 0.00 0.00 1.68 (0.81) 
経営 者 ・ 社 員 の モテ ィ ベ ーション 付け 1.43 0.71 1.43 0.00 0.00 2.00 (1.00) 
リク ルー ト ( 外 部 人 材 ) の 支援 1.43 0.00 0.71 0.00 0.00 1.67 (1.15) 
マネ ジメント に 関す る アド バイ ス 10.00 7.14 3.57 0.00 0.00 1.69 (0.76) 
内 部 統制 を 含め た 社内 規定 の 整備 10.00 4.29 4.29 0.00 0.00 1.69 (0.84) 
企業 戦略 の 調整 3.57 0.71 2.86 0.00 0.00 1.90 (0.99) 
他 の 専門 家 の 紹介 ・ 橋 渡し 2.14 0.71 0.00 0.00 0.00 1.25 (0.50) 
業界 や や 顧客 へ の 橋渡し 、 紹 介 3.57 0.71 0.71 0.00 0.00 1.43 (0.79) 
業界 競合 情報 の 提供 1.43 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 (0.00) 
マー ケティング 計画 2.86 0.00 1.43 0.00 0.00 1.67 (1.03) 
一 時 的 な 企業 危機 へ の 対応 4.29 143 2.86 0.00 0.00 1.83 (0.94) 
経営 者 の 個人 的 な 問題 へ の アド バイ ス 10.71 0.00 2.86 0.00 0.00 1.42 (0.84) 
注 : 平 均 値 と 標準 偏差 は 、 半 年 に 1 回 程度 を 1、 1 週間 に 1 回 を 5 と し た も の 。 
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4.4, 弁理 士 ・ 特 許 事務 所 

対象 企業 に 対し て 、(1) 弁 理 士 ・ 特 許 事務 所 か ら 受 けた 経営 支援 、(2) 弁 理 士 ・ 特 許 事務 
所 か ら ど の 程度 の 顔 度 の 支援 を 受け た か 、(3) 弁 理 士 ・ 特 許 事務 所 の 支援 力 の 評価 に つ 
いて 、 質 問 し た 。 

1) 弁理 士 ・ 特 許 事務 所 か ら 受 けた 経営 支援 に つい て は 、「 企 業 戦略 の 調整 」 が 最も 高く 、 
「 業 界 競 合 情報 の 提供 」 が 続い た 。 (2) 弁 理 士 ・ 特 許 事務 所 か ら ど の 程度 の 頻度 の 支援 を 
受け た か 、 に つい て は 、「 リ クル ー ト (外部 人 材 ) の 支援 」 が 最も 頻度 の 平均 値 が 高く 、「 内 部 
統制 を 含め た 社内 規定 の 整備 」「 マ ー ケ ティ ング 計画 」 が 続い た 。 3) 弁理 士 ・ 特 許 事務 所 
の 支援 の 評価 に つい て は 、「 他 の 専門 家 の 紹介 ・ 橋 渡し 」「 業 界 競合 情報 の 提供 」 が 最 
も 高く 、「 一 時 的 な 企業 危機 へ の 対応 」 が 続い た 。 


[ 


表 10 弁理 士 ・ 特 許 事務 所 か ら の 支援 、 支 援 力 評価 


支援 の 有無 支援 力 評価 


Ave. S.D. Ave. S.D. 


資本 金 ・ 借 入金 の アレ ンジ 0.01 (0.08) 1.00 (0.00) 
ファ イナ ンス に 関す る アド バイ ス 0.02 (0.15) 1.17 (0.41) 
経営 者 ・ 社 員 の モテ ィ ベ ーション 付け 0.01 (0.12) 1.50 (0.84) 
リク ルー ト ( 外 部 人 材 ) の 支援 0.02 (0.15) 1.43 (1.13) 
マネ ジメント に 関す る アド バイ ス 0.04 (0.20) 1.67 (1.00) 
内 部 統制 を 含め た 社内 規定 の 整備 0.03 (0.17) 1.75 (0.89) 
企業 戦略 の 調整 0.08 (0.27) 1.73 (0.88) 
他 の 専門 家 の 紹介 ・ 橋 渡し 0.04 (0.20) 1.90 (1.20) 
業界 や 顧客 へ の 橋渡し 、 紹 介 0.03 (0.17) 1.50 (0.76) 
業界 競合 情報 の 提供 0.05 (0.22) 1.90 (0.88) 
マー ケティング 計画 0.04 (0.19) 1.56 (1.01) 
一 時 的 な 企業 危機 へ の 対応 0.03 (0.17) 1.88 (1.25) 
経営 者 の 個人 的 な 問題 へ の アド バイ ス 0.03 (0.17) 1.38 (0.74) 


注 : 支 援 の 有無 は 、 支援 あり 1 、 支援 な し 2 と し た 平均 値 と 標準 偏差 。 支援 力 は 、 低い 1 か ら 
高い 4 まで の 4 段階 評価 。 
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表 11 弁理 士 ・ 特 許 事務 所 か ら の 支援 頻度 


半年 3 ヶ月 H 2 週 1 週 Ave. S.D. 
資本 金 ・ 借 入金 の アレ ンジ 0.71 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 - 
ファ イナ ンス に 関す る アド バイ ス 2.14 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 (0.00) 
経営 者 ・ 社 員 の モテ ィ ベ ーション 付け 1.43 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 (0.00) 
リク ルー ト ( 外 部 人 材 ) の 支援 0.71 0.00 0.71 0.00 0.00 2.00 (1.41) 
マネ ジメント に 関す る アド バイ ス 2.86 0.71 0.00 0.00 0.00 1.20 (0.45) 
内 部 統制 を 含め た 社内 規定 の 整備 1.43 0.71 0.71 0.00 0.00 1.75 (0.96) 
企業 戦略 の 調整 5.71 1.43 0.71 0.00 0.00 1.36 (0.67) 
他 の 専門 家 の 紹介 ・ 橋 渡し 3.57 0.00 0.71 0.00 0.00 1.33 (0.82) 
業界 や 顧客 へ の 橋渡し 、 紹 介 2.14 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 (0.00) 
業界 競合 情報 の 提供 2.86 0.71 0.00 0.00 0.00 1.20 (0.45) 
マー ケティング 計画 2.14 0.00 0.71 0.00 0.00 1.50 (1.00) 
一 時 的 な 企業 危機 へ の 対応 2.86 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 (0.00) 
経営 者 の 個人 的 な 問題 へ の アド バイ ス 2.14 0.71 0.00 0.00 0.00 1.25 (0.50) 
注 : 平 均 値 と 標準 偏差 は 、 半 年 に 1 回 程度 を 1、 1 週間 に 1 回 を 5 と し た も の 。 

4.5. 弁護 士 ・ 法 律 事務 所 
対象 企業 に 対し て 、(1) 弁護 士 ・ 法 律 事務 所 か ら 受 けた 経営 支援 、(2) 弁 護 士 ・ 法 律 事務 
所 か ら ど の 程度 の 顔 度 の 支援 を 受け た か 、(3) 弁 護 士 ・ 法 律 事務 所 の 支援 力 の 評価 に つ 


いて 、 質 問 し た 。 
(弁護 士 ・ 法 律 事務 

応 」 が 最も 高く 、「 内 部 統制 を 含め た 社内 規 

ま 士 法律 事 務 所 か ら ど の 程度 の 頻度 の 支 


な 問題 へ の アド バイ ス 」 が 最も 頻度 の サ 
け 」「 内 部 統制 を 含め た 社内 規定 


=a 
Ai 


の アド バイ ス 」「 内 部 統制 を 含め た 社内 規定 
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F 均 値 が 高く 、 
の 整備 」 が 続い た 。 (3) 弁護士 ・ 法 有 
『 価 に つい て は 、! 一 時 的 な 企業 危機 へ の 対応 」 が 最も 高く 、「 経 営 者 の 個人 的 な 問題 へ 


所 か ら 受 けた 経営 支援 に つい て は 、「 一 時 的 な 企業 危機 へ の 対 


ーー 


の 整備 」「 企 業 戦略 の 調整 」 が 続い た 。 (2) 弁 
援 を 受け た か 、 に つい て は 、「 経 営 者 の 個人 的 
[経営 者 ・ 社 員 の モテ ィ ベ ーション 付 
事務 所 の 支援 力 の 


AFG 


の 整備 」 が 続い た 。 
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表 12 弁護 士 ・ 法 律 事務 所 か ら の 支援 、 支 援 力 評価 


支援 の 有無 支援 力 評価 

Ave. S.D. Ave. S.D. 
資本 金 ・ 借 入金 の アレ ンジ 0.03 (0.17) 1.75 (1.16) 
ファ イナ ンス に 関す る アド バイ ス 0.07 (0.26) 2.08 (0.86) 
経営 者 ・ 社 員 の モテ ィ ベ ーション 付け 0.01 (0.12) 1.33 (0.82) 
リク ルー ト ( 外 部 人 材 ) の 支援 0.01 (0.08) 1.00 (0.00) 
マネ ジメント に 関す る アド バイ ス 0.07 (0.26) 2.00 (1.00) 
内 部 統制 を 含め た 社内 規定 の 整備 0.11 (0.32) 2.68 (1.00) 
企業 戦略 の 調整 0.08 (0.27) 2.13 (1.06) 
他 の 専門 家 の 紹 介 ・ 橋 渡し 0.02 (0.15) 1.57 (0.98) 
業界 や 顧客 へ の 橋渡し 、 紹 介 0.01 (0.12) 1.17 (0.41) 
業界 競合 情報 の 提供 0.01 (0.08) 1.00 (0.00) 
マー ケティング 計画 0.01 (0.12) 1.33 (0.82) 
一 時 的 な 企業 危機 へ の 対応 0.14 (0.34) 2.76 (1.14) 
経営 者 の 個人 的 な 問題 へ の アド バイ ス 0.08 (0.27) 2.71 (1.07) 
注 : 支 援 の 有無 は 、 支 援 あ り 1、 支援 な し 2 と し た 平均 値 と 標準 偏差 。 支援 力 は 、 低い 1 か ら 


高い 4 まで の 4 段階 評価 。 


表 13 弁護 士 ・ 法 律 事務 所 か ら の 支援 顔 度 


半年 3 ヶ月 月 2 週 1 週 Ave. SD. 

資本 金 ・ 借 入金 の アレ ンジ 2.14 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 (0.00) 
ファ イナ ンス に 関す る アド バイ ス 4.29 0.71 0.71 0.00 0.00 1.38 (0.74) 
経営 者 ・ 社 員 の モテ ィ ベ ーション 付け 0.71 0.71 0.00 0.00 0.00 1.50 (0.71) 
リク ルー ト ( 外 部 人 材 ) の 支援 0.71 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 - 
マネ ジメント に 関す る アド バイ ス 4.29 1.43 0.00 0.00 0.00 1.25 (0.46) 
内 部 統制 を 含め た 社内 規定 の 整備 6.43 2.86 0.71 0.00 0.00 1.43 (0.65) 
企業 戦略 の 調整 5.71 0.00 1.43 0.00 0.00 1.40 (0.84) 
他 の 専門 家 の 紹介 ・ 橋 渡し 2.14 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 (0.00) 
業界 や 顧客 へ の 橋渡し 、 紹 介 1.43 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 (0.00) 
業界 競合 情報 の 提供 0.71 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 - 
マー ケティング 計画 1.43 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 (0.00) 
一 時 的 な 企業 危機 へ の 対応 9.29 2.14 0.71 0.00 0.00 1.29 (0.59) 
経営 者 の 個人 的 な 問題 へ の アド バイ ス 4.29 2.14 1.43 0.00 0.00 1.64 (0.81) 
注 : 平 均 値 と 標準 偏差 は 、 半 年 に 1 回 程度 を 1、 1 週間 に 1 回 を 5 と し た も の 。 

5. 終わ り に 

本 論文 は , 我が国 の 大 学 発 ベン チャ ー を 対象 と し た 質問 表 調査 を も と に , 我が国 の 大 


学 発 ベ ンチ ャ ー に お ける 成長 の た め の ヨ 
課題 に つい て 検 
まず 、 我 が 国 の 大 学 発 ベン チャ ー の 経営 支援 ニー ズ と し て 、 
紹介 」「 マ ー ケ ティ ング 計画 」「 業 界 競 合 情報 の 提供 」 等 、 顧 客 開拓 、 マ ー ケ ティ ング 関連 の 


ける 外部 資源 活 
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1 の 現状 と 


E 要 な 課題 と し て 、 我が国 大 学 発 ベン チャ ー に お 
ave. 
「 業 界 や 顧客 へ の 橋渡し 、 


14 


ニー ズ が 高い こと を 特徴 と し て 挙げ る こと が で きる 。 
一 方 、 外部 資源 に つい て は 、 大学 、 ベンチャー キャ ピタ リス ト 、 公認 会 計 士 , 会 計 事 務 所 、 


弁理 士 , 特 


許 事 務 所 、 FE, 法律 事務 


BOT, ベン チャー キャ ピタ リス ト が 、 経 営 支援 13 項 


援 力 の 平均 値 の 
リス ト は 、 そ の 支援 の 幅 、 


所 と いう 大 学 発 ベン チャ ー の 主要 な 外部 資源 ! 


= 
eG 


へ 


F 均 値 を 求め た と ころ 、 いずれ も 最も 高い 値 と な か っ た 。 ベン チャ ー キ ャ 
頻度 、 支 援 力 に 


に 関す る 支援 の 有人 


E 支援 頻度 、 支 
ビタ 


お いて 、 大 学 発 ベ ンチ ャ ー か ら 高 く 評価 され て い 


る 。 その 一 方 、 大 学 発 ベ ンチ ャ ー に お いて 、 支 援 ニ 


紹介 」「 マ ー ケ ティ ング 計画 」「 業 界 
て いな い 。 ベン チャ ー キ ャ ピタ リス ト は 
アド バイ ス 」 を 中 心 と する 、 ファ イナ ンス 
支援 の 有無 で 、 
紹介 ・ 橋 渡し 」 
各 項 


を 中 心 に な され て いる 。 公認 会 計 士 , 会 計 事 務 所 
タリ スト に 次 ぐ 、 第 2 位 に 位置 し て いる 。 支援 の 有無 、 


ス に 関す る アド バイ ス 」「 資 本 金 ・ 借 入金 の アレ ンジ 」「 内 部 統 和 
e ファ イナ ンス 及び 内 部 統制 関連 の 支援 が 中 心 と な っ て いる 。 FFA 
支援 頻度 で 、 ベ ンチ ャ ー キ ャ ピタ リス ト に 
fee ae 支援 力 の 評価 に お いて 、「 一 時 的 な 企業 危機 へ の 対応 」「 内 部 


vexn 
競合 


ベン チャ ー キ ャ ピタ リス ト ! 
[RE ALB OETA vay eit TF 


ズ が 高い 「 業 界 や 顧客 へ の 橋 渡 


ly 


情報 の 提供 」 の 3 項目 に つい て は 、 あ まり 提供 
、「 資 本 金 ・ 借 入金 


され 
関す る 


の アレ ンジ 」「 フ ァ イ ナ ンス に 


で 、 大 学 発 ベ ンチ ャ ー か ら 高 い 支 援 カ の 評 1 
は 、 支 援 力 の 評 


関連 の 支援 が 中 心 と な っ て いる 。 大 学 に つい て は 、 
に 次 ぐ 高い 平 


釣 値 と な っ て いる 。 「 他 の 専門 家 の 
業界 や 顧客 へ の 橋渡し 、 紹 介 」 の 
j を 得 て お り 、 実際 の 支援 も この 3 項目 
価 で 、 ベン チャ ー キ ャ ピ 


支援 カカ の 評価 に お いて 、「 フ ァ イ ナ ン 
を 含め た 社内 規定 の 整備 」 
EE, 特 
次 ぐ 第 2 位 と な っ て いる 。 E 
制 を 含 


YL T 


め た 社内 規定 
支援 の 有無 、 支 援 力 の 評価 
今回 の 13 項 


S 


の 整備 」 が 上 位 と な り 、 危機 対応 、 
に お いて 、「 業 界 競合 情報 の 提供 
に お いて は 、 い ずれ も 下位 と な っ て いる 。 


を 中 心 と し た 支援 を 行っ て いる 。 


」 が 上 位 に 位置 し て いる が 、 


内 部 統 第 


アメ リカ に お ける 大 学 発 ベ ンチ ャ ー と 大 学 , ベン チャ ー キ ャ ピタ リス ト , 公認 会 計 士 , 会 


計 事務 所 、 弁 
ン は 、 大 学 発 ベ ンチ ャ ー の 経営 


EE, oo 弁護 士 , 法律 


IS ATE OMB AP 
に 寄与 し て いる と され る (Roberts and Malone, 1996, Hsu 


\ と の イン タラ クシ ョ 


and Bernstein, 1997, DiGregorio and Shane, 2003, Shane and Start, 2002, Johnson, 2000, 


Atwell, 2000 他 ). 我 が 
タラ クシ ョ ン が 求め られ て いる 。 
AIDS, FEDS 


国 大 学 発 ベン チャ ー の さら な る 成長 に 向け て 
今回 の 調査 結果 に つい て は 、 さ ら に 分 
国 大 学 発 ベ ンチ ャ ー が 、 現 状 、 支援 ニー ズ と し て 挙げ て いる 顧客 開拓 、 マ ー 


ケティング 関連 の ニー ズ に つい て 、 今 


H 


着目 し た 主 


っ た 支援 、 及 び 、 支 援 能 
Ds 

謝辞 

本 論 
oa 


田 


ree hes 


評価 が 見 られ な か っ た 点 を 、 注 


ご うし た だ 作 の ポジ 
析 を 進め る 必要 が 


要 外 部 資源 に お いて 、 そ の 期待 に 治 
目 点 と し て 挙げ る こと が で きよ 


お ける 大 学 発 ベ ンチ ャ ー を 対象 と し た 質問 表 調 査 に つい て は 
経済 経営 論 ( 関 西 ア 


A B 


行っ た も の で ある . 関係 各位 に 謝意 を 表す る . 


バン 銀行 ) 講 座 の 6 


X 


, ABA FE 


完 プ ロジ ェクト の 一 環 と し て 
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